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＜研修に参加して＞

　全国大会であったが、どの地域の方々も今後の在介の動き、明確にされていない地域包括支援センターについての不安等、同じ気持ちでこの研修会に参加していると感じた。

　老人福祉法が、介護保険法へ移るとのこと。現在の老人福祉法にある在宅介護支援センター（老人介護支援センター）の規定は残すとのことであるが、業務内容等は明確にされていないとのことである。また、地域包括支援センターは介護保険法のなかに市町村が位置づける事になるとのことである。

　今まで公表されてきている地域包括支援センターでは、配置職員は保健師、社会福祉士、主任ケアマネジャー（仮称）であったが、今回の研修では、保健師・経験のある看護師、主任ケアマネジャー、社会福祉士等に変更になっている。また、地域包括支援センターのイメージ図の中に、他職種協働・連携の実現（ケアチームの結成、主治医とケアマネジャーの連携）、介護予防マネジメント事業に主治医の参加が位置づけられている。

　その他、詳細については新年度開始後、厚生労働省より各県に公表されるとのことである為、今後も情報収集に努め、適切な対応をとっていきたいと思う。

＜１日目＞

Ⅰ．行政説明

　　「介護保険制度改革と地域包括支援センターについて」・・・・・・・・・・・・・・・・資料１参照

1． 社会保障審議会介護保険部会報告（平成１６年７月３０日）

次の３つの基本機能を有する「地域包括支援センター」の創設を提案

1 総合的な相談窓口機能

2 介護予防マネジメント

3 包括的・継続的マネジメント

2． 改正法案等の内容

1） 見直しの基本的視点

1 制度の「持続可能性」→給付の効率化・重点化

2 社会保障の総合化→効率的かつ効果的な社会保障制度体系へ

3 「明るく活力ある超高齢社会」の構築→予防重視型システムへの転換

2） 介護保険制度改革の主な内容

1 予防重視型システムへの転換

2 施設給付の見直し

3 新たなサービス体系の確立

4 サービスの質の確保・向上

5 負担のあり方・制度運営の見直し

6 被保険者・受給者の範囲

3） 介護予防システム

1 軽度な方に対する見直し

· 地域支援事業（おそれのある方々）

· 新予防給付（より重度にならないために）

· 介護給付

4） これからの動き

1 介護保険事業計画の策定作業

· 各市町村で平成１７年度前半にはおおよその姿が固まる。

· その前提として、新予防給付の施行時期の見極めが重要。

2 各市町村との協議

· 在宅介護支援センターが市町村事業であったのと同様、地域支援事業（介護予防事業、包括的支援事業）も市町村事業であり、具体的な事業内容や実施主体の選定は各市町村の判断。

· 各在宅介護支援センターは早期に地元市町村と話し合いを。

Ⅱ．講演

　　「これからの在宅介護支援センターのあり方と在宅介護支援センター事業推進マニュアルについて」

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・・・・・・・・・・・・資料２参照

1． 介護保険制度の見直しの特徴

→持続可能性のある保険

・市町村ベースに議論必要

・サービスの視点がイギリス型からアメリカ型に変化してきている。

2． 財源抑制の方法

1 被保険者数の増加

2 施設入所者のホテルコスト→これにより、財源コントロール。

3 要支援、要介護１での介護予防→・水際作戦。サービス利用者を増やさない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・意欲の低い方を結びつけることができるのか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・自然に老いていきたいという高齢者にも強制していくのか。

　　　　　　　　　　　　　　　　　・日本の高齢者は皆、筋トレ（パワーリハビリ）をしているということは異様な世界である。

3． 市町村、生活圏域をもとにした支援

　・保健師を中心として介護予防を

4． ケアマネジメントの変更

　・現在は、ケアマネジャーだけでは解決できないケースが増加してきている。

5． ケアマネジメントの将来

　・世界の国々で事業者がケアマネジメントを行っている国は日本だけである。

Ⅲ．ワークショップ

　　「在宅介護支援センター事業推進マニュアルの活用事例について」・・・・・・・・・・資料３参照

＜２日目＞

Ⅳ．シンポジウム

　　「在宅介護支援センターの地域包括支援センターへのバージョンアップの可能性～なすべき事業課題と具体的な対応～」

1． 宇都宮市在宅介護支援センターことぶき

1 宇都宮市の地域型の条件

1） 専任専門職員１名以上

2） 中立公平→地域会議（１回／月）

2 認知症お方の徘徊時の死亡事故が過去に２件起きているため、認知症高齢者に対する対策もたっている。

3 年間５０名の孤独死あり→・安心ネット

　　　　　　　　　　　　　　・地域会議の連携による実施

　　　　　　　　　　　　　　・緊急連絡網の作成

· 本人に見守りが必要か？という意思確認を行う。これにより同意を得・た方は１２名。１００％見守り活動実施している。

2． 日本社会事業大学

1 新しいケアモデルの確立

1） 認知症の理解を深めるため

生理的なぼけ

治るぼけ→身体因性（慢性疾患）

　　　　→心因性（ストレス、うつ）

痴呆のぼけ

2 高齢者の疾病

・多疾患を持っている

・治る痴呆であれば、即対応を！！

・医療との連携はかかす事ができない（必要だと強く感じる）

3 早期受診に向けての対応

・痴呆高齢者初期→抑うつ、ひきこもりあり。（不安あるため）

1） 認知症とはどういうものなのか

・早期の治療により改善できるもの

　　　　　　・予防効果がある事

　　　　　　・その後のサービスの体制等を時間をかけて説明する

2） 自分に関わってくれる人に対して強く拒否する高齢者は少ない。拒否があるとすれば、接する側に「やってあげる」等の気持ちが、対応に表れる為である。

3） 治療開始後の副作用に関してはインフォームドコンセント

3． 特別養護老人ホーム長慶苑

1 生活力低下世帯を支えてきた実績

1） 配色サービスにおける「配」の意義

　・１９９７年～（施設開設２年後より）１日３食３６５日対応。

　　　　　　独居より３世代同居のニーズに対応する形に

　　　　　・大晦日にはおせちの配食

　　　　　・配食があることで遠方家族の引き取りを防ぐ。

2） 在宅利用者の緊急支援

　・まず、施設に一報を！その後、施設から警察、消防へ一報をいれている

2 現行の制度では支えがたい事も

1） 権利擁護事業をうち切り

　・現状：担当が広域てきに

　・支援センターの職員が、体を張ってやっていかなければならない

2） 虐待に特有な手だてを打てず

　・家族会にて家族の告白により虐待が発見

　・サービスに入って発見した事例、入浴している最中に、湯船からあがれなくなっているのを放置。また、殴られ、挫傷になっていた。

　・行政に窓口を作っても本当に相談に行くのか？

3 地域そのものの拠点を目指して

1） 市町村合併と、地域包括支援センター

　・相馬村は平成１８年２月弘前市と合併

　・不透明な地域包括支援センター

4 長慶苑が目指すもの

1） 地域福祉ではなく、地域そのものの拠点を目指す

　・移送サービスへの取り組み

2） 地域住民に安心感、信頼感を与えられる存在に

　・送迎中のデイバスから、地域住民に職員が頭を下げることで自分たちが見守られていると安心する地域の高齢者もいる。

3） 住民へのアピール

　・地域と共に地域の為に

　４．稲城市福祉部高齢障害介護課支援センター・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・資料４参照










